
事業群評価調書（令和２年度実施）
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(２)

⑦

基準年 H28 H29 H30 R元 R2

目標値① ― ― ― ― 17,555億円

実績値②
17,375億円

（H24)
18,122億円 18,044億円 算定中 算定中

達成率
②／①

― ― ― ―

H30実績 H30目標 H30実績

R元実績 R元目標 R元実績

R2計画 R2目標

5 5 100%

5

― ― ―

100

施 策 名 地域経済を支える産業の強化 課 （ 室 ） 長 名 吉田　憲司

事 業 群 名 商業・サービス業の振興 事業群関係課(室)

　県外需要の取込み、新サービスの創出及び生産性の向上を図るため、サービス産業に属する多様な
業種に対して広く波及する施策の推進とともに、意欲ある商店街の活性化プランの策定や人材育成など
地域の拠点となる商店街づくりに向けた取組を支援します。

ⅰ)県外需要の獲得支援
ⅱ)新サービスの創出
ⅲ)生産性の向上
ⅳ）地域の拠点となる商店街の取組支援

事
業
群

　　　　　　　　　　指　標 最終目標（年度） （進捗状況の分析）

サービス産業の県内総生産額

17,555億円
（R2）

進捗状況

―

基 本 戦 略 名 たくましい経済と良質な雇用を創出する 事 業 群 主 管 所 属 産業労働部経営支援課

１．計画等概要

（長崎県総合計画チャレンジ2020　本文） （取組項目）

　県内総生産額は精度向上を目的として毎年の公表時に過去の推計
方法の見直しが行われるため、基準値及び５年間で１％向上を目指
す目標値は常に最新の計数を表記することとしている。なお、H30年
度及びR元年度の実績は算定中となっており、県が支援の対象として
いるサービス産業※の県内総生産額は、直近の推計結果であるH29
年度で18,044億円となっている。（「長崎県の県民経済計算」より）
　サービス産業は景気に左右されやすい業種であり、今後の動向にも
注視していく必要があるが、県内サービス産業の総生産額増を確か
なものとすべく、関係事業の推進によるサービス産業の振興を図って
いく。

　※県支援の対象としているサービス産業…卸売・小売業、運輸・郵
便業、 宿泊・飲食サービス業、情報通信業等

活動
指標

支援したチーム数
（チーム）

２．令和元年度取組実績（令和２年度新規・補正は参考記載）

事業
番号

取組
項目

事務事業名 事業
期間

事業費　(単位:千円） 事　　業　　概　　要 指標（上段：活動指標、下段：成果指標）

主な指標

所管課(室)名

中
核
事
業

うち
一般財源

人件費
(参考)

事業対象
達成率 令和元年度事業の成果等

●事業の成果
・各地の事業者が必要とする専門家を
派遣し、5チームの観光関連産業振興
に係る事業計画策定を行なった。
●事業群の目標（指標達成）への寄与
・地域の事業者グループが連携し県外
需要を取り込む事業計画が策定され、
取組が進むことで、サービス産業の県
内総生産額の増加につながっていると
考える。

1
取組
項目
ⅰ

観光関連産業経営支
援事業 R元-3 ○2,390 1,965 7,159

成果
指標

支援事業者のうち、
前年比で売上がアッ
プした事業者の割合
（％）

4,668 3,559 4,945

県内の観
光関連事
業者

　各地域の商工団体が策定した「地域産業活性
化計画」において、「宿泊」「飲食」「食料品小売」
などの観光関連のサービス業を「注力する分野」
としている地区のうち、各地の「強み」を活かして
売上増等の目標を達成しようとする複数事業者グ
ループの取組５件を支援した。

根拠法令 ―
経営支援課

令和元年度事業の実施状況
（令和２年度新規・補正事業は事業内容）



30 45 150%

30 35 116%

10 9 90%

10 10 100%

4 4 100%

4

― ― ―

100

5 9 180%

5 9 180%

100 90 90%

100 116 116%

2 2 100%

2 2 100%

2

70 100 142%

70 100 142%

70

5

100

―

県内のヘル
スケア産業
に関心を持
つ事業者

　サービス産業の中でも従業員数や付加価値額
が大きなシェアを占め、今後の成長が期待される
「ヘルスケア産業」をターゲットとして、各地域の複
数事業者グループによる事業化を目指す取組４
件を支援した。

活動
指標

3

取組
項目
ⅱ
ⅲ

ヘルスケア産業創出
促進事業

R元-3

経営支援課

2

取組
項目
ⅰ
ⅲ

宿泊業等生産性向上
促進支援事業 (R元

終了)
H28-R元

32,293 16,278 5,580

県内宿泊
事業者

経営支援課

根拠法令12,159 7,783 7,178

○

支援したチーム数
（チーム）

●事業の成果
・多様な事業者間の連携を促した結果、
運動、食、旅行等の分野で4件のヘルス
ケア関連の取組が事業化された。
成果指標については、R2年度とR元年
度の売上を比較することとしている。
●事業群の目標（指標達成）への寄与
・販路拡大可能性のある新たなサービ
スを4件創出したことで、サービス産業
の県内総生産額の増加につながってい
ると考える。

7,505 4,425 7,954

成果
指標

支援事業者のうち、
前年比で売上がアッ
プした事業者の割合
（％）

1,299 1,299 795

成果
指標

研修後のアンケート
結果において「成果
あり」の回答割合
（％）

1,300 1,300

　宿泊業の労働生産性の向上につながる取組を
支援するため、委託事業により意識向上を促進す
るセミナーの開催、生産性向上計画の策定支援
を行うとともに、優れた計画の実践について助成
を行った。

根拠法令 ―

活動
指標

セミナー参加企業数
（社）

●事業の成果
・セミナーについては参加者の満足度
は100％と高く、セミナー後の事例発表
及び他参加者との意見交換を通じて
「他の経営者の失敗例も含めていろい
ろな事例を聞くことができた」、「現在の
取組のゴールを明確化することができ
た」等、経営者及び従業員の意識向上
に寄与した。
●事業群の目標（指標達成）への寄与
・計画を策定した事業者は、課題解決に
資する取組を進めており、生産性向上
につながっていると考える。

○36,388 18,360 5,567

成果
指標

県が策定を支援した
事業計画により生産
性向上に取組んだ中
小観光ホテル・旅館
数（社）

●事業の成果
・長崎県商店街振興組合連合会へ補助
を行うことにより、各商店街振興組合の
運営及び商店街活性化に寄与した。
●事業群の目標（指標達成）への寄与
・長崎県商店街振興組合連合会が行う
各商店街振興組合の指導や人材育成
に対して支援を行い、地域の拠点となる
商店街の活性化に寄与した。

根拠法令 ―

活動
指標

補助事業活用商店街
等の数（箇所）

―

5
取組
項目
ⅳ

商店街活性化指導事
業 ―

1,269

経営支援課
798

1,269 797

中小企業支援法

商店街等を核とする地
域のにぎわい創出支
援事業

(R2
新規)
R2-6

○

市町
間接補助
事業者は
商店街振
興組合、商
工会等

根拠法令 ―

市町
間接補助
事業者は
商店街振
興組合、商
工会等

　人口減少社会に対応する力強い商店街の創出
のため、ビジョン（将来像、コンセプト）やその実現
のための実施事業を盛り込んだ｢商店街活性化プ
ラン｣に基づく取組及び商店街以外のエリアにお
ける商業者等による地域活性化の取組を市町と
連携して支援する。

活動
指標

商店街青年部研修会
開催数（回）

長崎県商
店街振興
組合連合
会

　長崎県商店街振興組合連合会が行う、商店街
振興組合及び商店街振興組合連合会の設立・運
営等に関する指導、商店街活性化のための各種
研修等について助成を行った。

根拠法令

経営支援課

4
取組
項目
ⅳ

地域拠点商店街支援
事業

(R元
終了)

H27-R元

9,709 9,709 3,986 　地域経済・地域づくりを支える持続可能な商店
街を目指して、ビジョン（将来像、コンセプト）やそ
の実現のための実施事業を盛り込んだ｢商店街
活性化プラン｣の推進について、まちづくりの主体
となる市町と連携して支援した。

活動
指標

補助事業活用商店街
数（箇所）

●事業の成果
・商店街活性化プランについては、新た
に１件を承認。プランに基づく「にぎわい
創出事業」等を実施する９商店街に対し
補助を行い、地域の拠点となる商店街
の活性化に寄与した。
●事業群の目標（指標達成）への寄与
・各商店街のプランに基づくイベントの
実施等に対して支援を行い、地域の拠
点となる商店街の活性化に寄与した。

○10,541 10,541 3,977

成果
指標

各実施事業の達成率
（実績/目標）の平均
（％）

成果
指標

各実施事業の達成率
（実績/目標）の平均
（％）10,000 10,000 2,393

経営支援課

6
取組
項目
ⅳ



ⅰ

ⅱ

ⅲ

ⅳ

新サービスの創出

地域の拠点となる商店街の取組支援

●実績の検証及び解決すべき課題 ●課題解決に向けた方向性

　ヘルスケア産業創出促進事業については、４件の新たなサービス創出につながっているが、支援するグループの構成
員の企業規模が相対的に小さく、県内総生産額増加への貢献度は限定的である。比較的企業規模の大きな県内事業者
のうち、新サービス創出へ興味を示す者は一定数いるものの、グループの中心となって取り組む事例が少ないため、これ
らの事業者にとって、何が新サービス創出へ取り組む動機となるのかを把握し、参画を促していく必要がある。

　ヘルスケア産業創出促進事業は、県外も含めた企業規模が比較的大きな先進事業者等へ
のヒアリングを強化することで、支援するグループの構成員として、これらの事業者の参画を図
り、新サービスの創出が県内総生産額により大きく貢献できるようにすることを目指す。

●実績の検証及び解決すべき課題

生産性の向上

●実績の検証及び解決すべき課題 ●課題解決に向けた方向性

　宿泊業等生産性向上促進支援事業については、セミナーに参加した事業者の意識改革や生産性向上計画の実践等に
より、生産性の向上につながっていると判断しているが、サービス産業全体の生産性は他業種と比較すると低いため、引
き続き、宿泊業以外の業種についても生産性向上を推進していく必要がある。

　宿泊業等生産性向上促進支援事業は、R元年度で終期を迎えており、４年間の取組により一
定の成果が上がっていることから、R元年度で終了する。
　ただし、サービス産業全体としての生産性向上は引き続き重要であり、宿泊業も含め、過年
度での支援事業者等のフォローアップをサービス産業生産性向上アシスト事業（ヘルスケア産
業創出促進事業の一部）において継続して実施していく。

　地域拠点商店街支援事業については、商店街活性化プランに基づいて「にぎわい創出事業」等を実施する９つの商店
街に補助を行い、地域の拠点となる商店街の活性化に寄与したが、商店街の事務局体制が整っていない等の理由から
本補助事業を利用する商店街が限られているほか、商店街以外のエリアでも商業者を中心としたにぎわい創出の動きが
あるにもかかわらず、本事業では支援対象となっていなかった。

商店街が取り組む活性化事業については一定の成果があがっているが、商店街活性化プラン全体の進捗状況の把握や
事業実施後のフォローアップが十分ではないため、取組の成果が次に活かせるようになっていない。今後は、ＰＤＣＡサイ
クルを徹底し商店街活性化の持続性を高めるための取組について検討する。

　地域拠点商店街支援事業は、R元年度で終期を迎えたことから、商店街以外のエリアでのに
ぎわい創出の動きも支援対象に加えた新たな補助事業「商店街等を核とする地域のにぎわい
創出支援事業」により、商店街活性化プランを活用した商店街のにぎわい創出や商店街以外
のエリアでの商業者による地域課題解決に向けた取組等への支援を進めていく。

●実績の検証及び解決すべき課題 ●課題解決に向けた方向性

　観光関連産業経営支援事業については、５つの地域における各地域内の事業者グループが県外需要を取り込む事業
計画を推進しており、一定の成果が上がっているが、地域の一部の小規模事業者グループによる取組にとどまっている
ため、今後、地域の枠を超えた同業者組合等の業界全体に事業効果を波及させていく必要がある。
　宿泊業等生産性向上促進支援事業については、セミナー参加事業者の意識向上に寄与しており、顧客満足度の向上
による県外需要の獲得が期待できる。

　観光関連産業経営支援事業は、地域の事業者グループに加え、業界のモデルとなる個社も
支援対象とし、事業成果を共有することで、業界全体での意識向上を図り、県外需要の更なる
獲得につなげていく。
　宿泊業等生産性向上促進支援事業は、R元年度で終期を迎え終了するが、４年間の取組に
より一定の成果が上がっていることから、その成果を踏まえた事業者独自の自主的な取組を
引き続き支援していく。

県外需要の獲得支援

３．実績の検証及び解決すべき課題と解決に向けた方向性

●課題解決に向けた方向性



事業構築の視点

廃止

経営支援課

3 拡充②

　介護周辺・健康サービス分野は、引き続き成長が見込まれることから、同分野における新サービス
の事業化をさらに促進するため、先進的な県内外企業を含む、より規模の大きい事業者の参画や大
学との連携等について、R2年度の取組の結果を踏まえながら、さらに有効な取組の検討を進めてい
く。

　令和元年度は、「運動」「食」「旅行」の3分野に分けて、事業
者同士で事業化に向けた検討を行う場を設定していたが、1事
業者で複数分野に参加したいとの声が多かったことから、これ
ら3分野での事業化を横断的に検討する場を設置する。
また、先進的な県内外企業を含む、より規模の大きい事業者
の参画や、大学との連携等に注力する。

取組
項目
ⅰ

取組
項目
ⅱ
ⅲ

6

商店街等を核とする地
域のにぎわい創出支
援事業 R2新規 ①

　令和３年度においても、市町、商店街関係機関と連携を図りながら、市町が自ら認定する「商店街
活性化プラン」に基づく取組や、商店街以外のエリアにおける商業者等による地域の新たなにぎわい
創出の取組等を幅広く支援していく。

現状維持

経営支援課

5

商店街活性化指導事
業

　巡回指導の際に、各々の課題を把握し、それぞれの課題解
決の参考となる優良事例や研修内容の紹介を行うよう指導す
る。

取組
項目
ⅳ

取組
項目
ⅳ

⑨
　長崎県商店街振興組合連合会が行う各種指導や商店街活性化のための研修等により活動指標、
成果指標ともに達成しているが、より商店街を構成する事業者のニーズに合った事業が行われるよ
う、連合会に対する働きかけを行っていく。

改善

経営支援課

事務事業名

所管課(室)名

経営支援課

1

観光関連産業経営支
援事業

　これまでの「地域内の複数事業者」で取り組む場合の「グ
ループ支援事業」に加え、業界団体が推薦する「個社」で取り
組む場合の「モデル個社支援事業」のメニューを追加すること
で、業界全体での経営改善に向けた意識の啓発を行い、顧客
満足度の向上を通して県外需要の更なる獲得を図る。

③
　新型コロナウイルス感染症の影響により、観光関連産業を取巻く状況は急速に悪化している。コロ
ナ禍が一定収束するまでは、事業の継続、再起に向けた緊急度の高い取組に重点を移して支援を
行うため、当事業は廃止を含めて見直しを行う。

（令和２年度の新たな取組は「R２新規」等と記載、見直しがない場合は「－」と記載） 見直しの方向

ヘルスケア産業創出
促進事業

注：「２．令和元年度取組実績」に記載している事業のうち、令和元年度終了事業、100%国庫事業などで県
の裁量の余地がない事業、公共事業評価対象事業、研究事業評価対象事業、指定管理者制度導入施設
評価対象事業については、記載対象外としています。

【事業構築の視点】

①　視点①　事業群としての成果目標に対し、特に効果が高い事業の見極め、 事業の選択と集中ができているか。
②　視点②　指標の進捗状況に応じて、その要因分析及びさらに高い効果を出すための工夫、目標に近づけるための
　　工夫を検討・実施できているか。
③　視点③　人員・予算を最大限効果的に活用するための事務・事業の廃止・見直しができているか。
④　視点④　政策間連携により事業効果が高められないか。事業群としてリーダーの明確化、関係課の役割分担・
　　協力関係の整理ができているか。
⑤　視点⑤　県と市町の役割分担・協力関係の整理・認識共有ができているか。
⑥　視点⑥　県と民間の役割分担・協力関係の整理・認識共有ができているか。
⑦　視点⑦　戦略的に関係者の行動を引き出せているか。
⑧　視点⑧　国制度等の最大限の活用が図られているか。国へ政策提案（制度改正要望）する必要はないか。
⑨　視点⑨　経済情勢等、環境の変化に対応した効果的・適切な見直しとなっているか。
⑩　その他の視点

見直し区分

４．令和２年度見直し内容及び令和３年度実施に向けた方向性

事業
番号

取組
項目

令和２年度事業の実施にあたり見直した内容 令和３年度事業の実施に向けた方向性


